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                     貸   借   対   照   表  

     (平成19年3月31日現在)  (単位:百万円)

科          目 金    額 科          目 金    額 
  ( 資 産 の 部 )  ( 負 債 の 部 )
流  動  資  産 86,904 流  動  負  債 62,040

    現 金 及 び 預 金  4,286    支    払    手    形 5,089
    関 係 会 社 預 け 金 15,544    買       掛       金 25,077
    受    取    手    形           2,872    関係会社短期借入金 2,462

     一年内返済予定長期借入金 売       掛       金 29,601 4,250
     一 年内償還 予定社 債             売掛債権信託受益権 1,698 7,850 

    商                品 753    未       払       金 300
    製                品 4,550    未    払    費    用 13,644
    原       材       料 4,322    未 払 法 人 税 等          316
    仕       掛      品 393    未 払 事 業 所 税          190
    貯       蔵       品 1,443    前       受       金 588
    前       渡       金 9,183    預       り       金 840
    前    払    費    用 3,620 債 務 保 証 損 失 引 当 金 1,068
    関係会社短期貸付金 8,344 返 品 調 整 引 当 金 179
    従 業 員 短 期 貸 付 金 7     そ       の       他 180 
    未 収 入 金 537 固  定  負  債 8,541
    そ       の       他 846    繰 延 税 金 負 債 1,873
    貸 倒 引 当 金           △1,101    退 職 給 付 引 当 金 5,202
固  定  資  産 130,629    役員退職慰労金引当金 49

  有 形 固 定 資 産 70,115    そ       の       他 1,415
    ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施 設 機 器 17,964 負  債  合    計      70,582
    建                物 16,645 ( 純 資 産 の 部)  
    構       築       物 226 株 主 資 本 153,144 

    機    械    装    置 117 資 本 金 60,000
    車 輌 運 搬 具           2 資 本 剰 余 金 65,943
    工 具 器 具 備 品           3,744   資 本 準 備 金          2,171
    土 地 30,891  そ の 他 資 本 剰 余 金 63,772
  建 設 仮 勘 定 523 利 益 剰 余 金 27,200
  無 形 固 定 資 産 3,086  利 益 準 備 金 1,996
    借       地       権 1,461 そ の 他 利 益 剰 余 金 25,203
    ソ フ ト ウ ェ ア           1,430  繰越利益剰余金 25,203
    電 話 加 入 権 136 評 価 ・換 算 差 額 等 △6,192
    そ       の       他 58 土 地 再 評 価 差 額 金 △7,505
  投資その他の資産 57,428 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 1,330
    投 資 有 価 証 券 11,057 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △17 

  関 係 会 社 株 式 29,183   

  長 期 貸 付 金 1,535   
   従 業 員 長 期 貸 付 金 68  

   関 係 会 社 長 期 貸 付 金 5,675  
     固 定 化 営 業 債 権 4,748  

    敷 金 保 証 金           17,678   

    長 期 前 払 費 用           201   

    そ       の       他 2,061   

    貸 倒 引 当 金           △8,913   

    投 資 損 失 引 当 金 △5,869 純    資    産    合   計  146,951 

 資     産     合      計 217,534 負 債 及 び 純 資 産 合計 217,534 

                        

    （注）記載金額は､ 百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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                         損  益  計  算  書 

                               自 平成 18 年 4 月 1 日 

                               至 平成 19 年 3 月 31 日        

（単位：百万円） 

科            目 金       額 

Ⅰ   売上高   209,622

Ⅱ  売上原価   161,353

    売上総利益   48,269

  返品調整引当金繰入額  179

   差引売上総利益  48,089

Ⅲ  販売費及び一般管理費   43,441

    営業利益   4,647

Ⅳ  営業外収益     

    受取利息 524

    受取配当金 682

    為替差益 608

   受託業務等収入 110

    投資事業組合利益 2,863

    その他 570 5,359

Ⅴ  営業外費用 

    支払利息 382

    貸倒引当金繰入額 995

    その他 433 1,811

    経常利益 8,196

Ⅵ  特別利益 

    投資有価証券売却益 94

    貸倒引当金戻入益 356

   投資損失引当金戻入額 2,031

   出資先清算分配金 3,206

   前期損益修正益 146

    その他 165 5,999

Ⅶ  特別損失 

    固定資産除却損 656

    固定資産売却損 1

    減損損失 1,284

    投資有価証券評価損 488

    関係会社株式評価損 1,363

   債務保証損失引当金繰入額 1,068

   関係会社支援損失 358

   前期損益修正損 474

    その他 458 6,153

   税引前当期純利益 8,041

   法人税、住民税及び事業税 163

    当期純利益 7,878

（注）記載金額は､ 百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

1）有価証券の評価基準及び評価方法 

  子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

  その他有価証券 

    時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し､売却原価は移動平均法により算定) 

 

    時価のないもの…移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な決算書を基礎として持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。  

 

2)たな卸資産の評価基準及び評価方法…移動平均法による原価法 

3)デリバティブ等の評価基準及び評価方法…時価法 

 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産・・・・・・・・・・ 定率法 

  ただし､平成10年4月1日以降取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法によっており

ます｡ 

  定期借地権契約による借地上の建物・構築物については､ 耐用年数を定期借地権の残存期間､ 残存

価額を零とした定額法によっております。 

②無形固定資産・・・・・・・・・・ 定額法 

  なお､ ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5 年)に基づく定額法によっておりま

す｡ 

 

(3)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため､ 一般債権については貸倒実績率により､ 貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し､ 回収不能見込額を計上しております｡ 

 

②投資損失引当金 

  関係会社への投資に対する損失に備えるため､ その財政状態等を勘案し､ 必要額を計上しており

ます｡ 

 

③退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき､ 

当期末において発生していると認められる額を計上しております｡なお､ 数理計算上の差異について

は､ その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による按分額をそれぞれ発生

の翌期から定額法により費用処理することとしております｡ 

  また、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による按分額を定額法により費用処理することとしております。 

 

④役員退職慰労金引当金 

  役員への退職慰労金の支給に備えるため､内規による必要額を計上しております｡ 
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 ⑤返品調整引当金 

  将来の返品による損失に備えるため、返品による損失見込額を計上しております。 

 

 ⑥債務保証損失引当金 

  債務保証の履行による損失に備えるため、被債務保証会社の財政状態等を勘案し、損失見込額を計

上しております。 

 

(4)リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

 

(5)ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用しております。 

②ヘッジ手段 

 金利スワップ 

③ヘッジ対象 

  投資有価証券 

④ヘッジ方針 

 ヘッジ取引の目的は、ヘッジ対象である投資有価証券の金利変動リスクを回避することとしており

ます。 

 

(6)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております｡ 

 

2.会計方針の変更 

(1) 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準  

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。  

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は 146,969 百万円であります。 

 

3.表示方法の変更 

 投資事業組合利益は、従来、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、重要性が増し

たため、当事業年度より区別して表示しております。なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含

まれる投資事業組合利益は 218 百万円であります。 
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4.貸借対照表に関する注記 

 

(1)期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理につきましては、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当期は期末日が休日のため、次の期末日満期手形が貸借対照表の当期末残高に含まれておりま

す。 

            受取手形         420 百万円   

            支払手形        1,659 百万円   

 

(2)有形固定資産の減価償却累計額              80,500 百万円 

 

(3)保証債務 

                                      （単位：百万円） 

被保証者 保証金額 被保証債務の内容 

ｾｶﾞ ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ U.S.A.,ｲﾝｸ. 
5,902

建物賃借料の支払い 左記のうち外貨建によるもの 

(ﾘｰｽ債務)保証    5,902 百万円（49,979 千 US$）

ｾｶﾞ ｵﾌﾞ ｱﾒﾘｶ, ｲﾝｸ. 

 
747

建物賃借料の支払い 左記のうち外貨建によるもの 

(ﾘｰｽ債務)保証     747 百万円（6,333 千 US$）  

ｾｶﾞ ﾖｰﾛｯﾊﾟ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
1,446

買掛金の支払い保証 左記のうち外貨建によるもの 

           1,446 百万円（6,240 千ﾎﾟﾝﾄﾞ）

ｾｶﾞ ﾈｯﾄﾜｰｸ ﾁｬｲﾅ ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ 

ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
1,238

銀行借入に係る   左記のうち外貨建によるもの 

連帯保証       1,220 百万円（80,000 千元） 

ﾌｧｲﾅﾝｽﾘｰｽに係る   左記のうち外貨建によるもの  

連帯保証         18 百万円（1,226 千元） 

ｾｶﾞ（ｼｬﾝﾊｲ）ｿﾌﾄｳｪｱ ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ 

ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
100

銀行借入に係る    

連帯保証       

計 9,436

債務保証損失引当金 △1,068

差引計 8,368

 

(4)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

   短期金銭債権           32,104 百万円 

短期金銭債務            5,211 百万円   

  長期金銭債権            5,675 百万円 

 

(5)土地の再評価 

 ｢土地の再評価に関する法律｣(平成 10 年 3 月 31 日公布 法律第 34 号)及び｢土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律｣(平成 13 年 3 月 31 日公布 法律第 19 号)に基づき、事業用の土地の再評価を

行い､当該評価差額金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上しております｡ 

 

・再評価の方法…｢土地の再評価に関する法律施行令｣(平成 10 年 3 月 31 日公布 政令第 119 号)第 2 条

第3号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算定する方法及び第5号に

定める不動産鑑定士の鑑定評価によって算出しております｡ 

・再評価を行った年月日               平成 14 年 3 月 31 日 
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5.税効果会計に関する注記 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

   貸倒引当金損金算入限度超過額      3,533 百万円 

      有価証券評価損             35,390 百万円 

減価償却超過額              8,898 百万円 

   退職給付引当金             2,116 百万円 

繰越欠損金               3,215 百万円 

   その他                 15,121 百万円

  繰延税金資産小計             68,276 百万円 

  評価性引当金              △68,276 百万円

  繰延税金資産合計                －            

   

繰延税金負債 

 有価証券評価差額金            △912 百万円 

 土地再評価差額金                        △960 百万円

  繰延税金負債合計            △1,873 百万円 

   

繰延税金負債の純額           △1,873 百万円 

 

 

6.関連当事者との取引に関する注記 

 

(1)親会社及び法人主要株主等 

 

属性 会社名 
議決権の所有

（被所有）割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

 

経営指導料 

(注 1) 

 

 

3,559 

 

― ―

親会社 

ｾｶﾞｻﾐｰﾎｰ

ﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

㈱ 

被所有 

直接 100％ 

経営指導 

役員の兼任

預け金利息 

（注 2） 
42 

関係会社 

預け金 
13,531

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 

(注 1) 経営指導料の支払については、セガサミーホールディングス(株)より提示された金額を基礎と

して交渉により決定しております。 

 

(注 2) グループ内資金の調達・運用の一元化と有効活用を目的とした、キャッシュ・マネジメント・

システム取引であり、利息については市場金利を勘案して決定しております。 
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(2)子会社及び関連会社等 

 

属性 会社名 
議決権の所有

（被所有）割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳｪｱ 

販売（注 1）
7,590 売掛金 2,254

前渡金 4,187子会社 

ｾｶﾞ ｵﾌﾞ 

ｱﾒﾘｶ, ｲﾝ

ｸ. 

所有 

間接 100％ 

米国における

当社ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳ

ｪｱの販売及び

開発 
開発費支払 

（注 1） 
4,415 

未払費用 1,096

 

資金の貸付 

（注 2） 

― 
関係会社 

短期貸付金 
6,144

子会社 

ｾｶﾞ ﾎｰﾙ

ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

ﾖｰﾛｯﾊﾟ 

ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

所有 

直接 100％ 

欧州における

持株会社 
利息の受取 

（注 2） 
292 

その他 

流動資産 
311

子会社 

ｾｶﾞ ﾖｰﾛ

ｯﾊﾟ ﾘﾐﾃ

ｯﾄﾞ  

所有 

間接 100％ 

英国における

当社ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳ

ｪｱ販売 

ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳｪｱ 

販売（注 1）
5,503 売掛金 2,639

子会社 

ｾｶﾞ ﾊﾟ

ﾌﾞﾘｯｼﾝ

ｸﾞ ﾖｰﾛｯ

ﾊﾟ ﾘﾐﾃｯ

ﾄﾞ 

所有 

間接 100％ 

英国における

当社ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳ

ｪｱ販売 

― ― 
関係会社 

預け金 
2,013

子会社 

ｾｶﾞ ｴﾝﾀ

ﾃｲﾝﾒﾝﾄ 

U.S.A.,

ｲﾝｸ. 

所有 

間接 100％ 

米国における

ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ施

設の運営 

債務保証 

（注 3） 
5,902 ― ―

子会社 
㈱ｱﾊﾟﾝ

ﾀﾞ 
―（注 5） ― 

営業の譲受

（注 4） 

譲受資産合計

譲受負債合計

譲受対価 

 

 

 

 5,228 

 4,736 

  491 

― ―

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 

（注 1）ｹﾞｰﾑｿﾌﾄｳｪｱの販売価格及び開発費の支払額は、一般取引先と同様の取引を勘案して決定してお

ります。 

 

（注 2）貸付金に係る利息については、市場金利を勘案し決定しております。 

 

（注 3）ｾｶﾞ ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ U.S.A.,ｲﾝｸ.の建物賃借料の支払い（49,979 千 US＄）につき、債務保証を行

っております。 
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（注 4）譲渡対価は平成 18 年 3 月 31 日現在の譲渡資産及び譲渡負債の帳簿価額を基準にして交渉の上

決定しております。 

 

（注 5）㈱アパンダは平成 19 年 3 月 10 日に清算結了しました。 

 

 

7.1 株当たり情報に関する注記  

(1)1 株当たり純資産額              839 円 98 銭 

(2)1 株当たり当期純利益              45 円 03 銭 
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